
会派等研究研修報告書 

 

  令和７年 ７月 ９日 

  常滑市議会議長 様 

                     会 派 名 日本維新の会議員団 

                     会派の代表者 肥田 裕士  

   会派等の研究研修について下記のとおり報告します。 

記 

 １ 期   日  令和７年６月３０日（月）～令和７年７月２日（水） 

 ２ 研 修 名  令和７年度市町村議会議員研修 

「社会保障・社会福祉」 

 ３ 場   所 全国市町村国際文化研修所 

          （滋賀県大津市唐崎２丁目１３番１号） 

 ４ 参 加 者 肥田 裕士 

 ５ 研修の内容 かつて経験したことのない少子・超高齢社会下の人口減少が進

展する中で、これらに対応した社会保障、社会福祉の見直しがもとめられている。

現在の状況や制度を理解したうえで、現在の地域における社会保障・社会福祉につ

いて考える。 講師 慶応義塾大学教授 駒村康平ほか 

 ６ 経費の報告   常滑駅－名古屋（名鉄）  ７５０円×２＝１，５００円 

           名古屋－唐崎（ＪＲ） ２，６４０円×２＝５，２８０円 

           特急券（名古屋－京都）３，０７０円×２＝６，１４０円 

           研修経費               １１，０００円 

                           総合計２３，９２０円 

７ 所 感   基礎年金の代替率の低下が予測され、将来的に基礎年金は 30%低

下する。厚生年金からの繰り入れまたは社会保険料の徴収率の増加が選択枝。しかし

給与からの社会負担率(税、社会保険料の給与における割合)はすでに 46%になっており

これ以上の増加は少子化に拍車をかける。全議員の前にて講師に質問したとき、ト

マ・ピケティの r 資本収益率(株や不動産からの収益)>g 経済成長率(労働が生み出す収

益)から格差が生まれることにより資産課税をもっと強化すべきで、そのことが本来の

所得の再分配、社会保障に繋がることを説明した。それを基礎年金額の維持・少子化

対策費にあてるべきであるという主張は全議員に届いたようで、駒村教授もある意味

これからの研究テーマとして納得されておられた。駒村教授は全国社会福祉協議会理

事もやっており、図らずも研修後の日経新聞にて同様の記事が掲載されたのは同じ着

眼点であると自分の考えが間違っていないと確信した。７５才以上が保有する金融資

産は 660 兆円あり全金融資産の約 30%にも上り、65 歳以上では約 50%に上る。本来、

所得再分配機能としての税と相互扶助としての社会保険料が機能していない現状から

推測、仮説、理論、実証を経て改善していく必要があると感じた。 


